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〇日 時  2023年6月24日（土）14:00-15:00 

 

〇場 所  Zoomミーティング(オンライン) 

 

〇参加予定者  正会員147名 

 

〇司 会  水谷  勝 理事 

 

〇議 長  杉野 吉則 理事長 

 

〇次 第 

開会 

1．理事長挨拶 

2．報 告 

（１） 2022年度事業報告及び決算   

（２） 2023年度事業計画及び予算   

3．議 事 

第１号議案 定款変更について 

第２号議案 残余財産の帰属先について 

    4．その他 

 （１）解散後の検定資格等管理体制について（報告） 

閉会 
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2．報  告 

 

（１） 2022年度事業報告及び決算 

 

2023年度理事会（6月10日）にて承認されましたので、次のとおりご報告いたします。 

 

A．2022年度事業報告 

 

 ① 検定事業会議等の所管事業 

 

 ●2022年度 胃がんX線検診 技術部門B資格検定試験(新規、更新) 

 

日   時 ：2022年9月4日(日) 10：30-11：30 

科   目 ：新規 ；オンライン試験（IBT_自宅受験方式）と技能検定 

 更新 ；技能検定 

受験者数 ：新規 ；606名 

 更新 ；48名 

合格者数 ：新規 ；493名 

 更新 ；47名 

 

 ●2022年度 胃がんX線検診 読影部門B資格検定試験(新規、更新) 

 

日   時 ：2022年9月4日(日) 13：00-14：00 

科   目 ：新規 ；オンライン試験（IBT_自宅受験方式） 

 更新 ；オンライン試験（IBT_自宅受験方式） 

受験者数 ：新規 ；159名 

 更新 ；78名 

合格者数 ：新規 ；128名 

 更新 ；70名 
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 ② 学術事業会議等の所管事業 

 

 ●胃X線撮影技術と読影力向上のための基礎講習会 

 

日  時 ：2023年1月24日 19：00-20：40 

運営担当 ：学術事業会議・東日本地域  

会  場 ：zoomミーティング 

開催方式 ：ライブ 

内  容 ：ショートレクチャー、症例検討 

参加対象 ：会員限定 

参加費  ：無料 

参加者数 ：130名 

 

 ●動画症例検討会 

 

日  時 ：2023年2月21日 18：30-20：00 

運営担当 ：学術事業会議・北日本地域  

会  場 ：zoomミーティング 

開催方式 ：ライブ 

内  容 ：透視動画を用いた症例検討 

参加対象 ：会員限定 

参加費  ：無料 

参加者数 ：119名 

 

 ●胃X線症例検討会 

 

日  時 ：2023年3月10日 19：00-21：00 

    運営担当 ：学術事業会議・西日本地域  

会  場 ：zoomウェビナー 

開催方式 ：ライブ 

内  容 ：ミニレクチャー、症例検討 

参加対象 ：会員限定 

参加費  ：無料 

参加者数 ：102名 
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B．2022年度決算 
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2022年度決算の会計監査は、2023年6月3日（土曜日）に監事２名、朝日税理士法人担当者、理

事長及び常務理事で実施し、適切に処理されていることが確認されました。 
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（２） 2023年度事業計画及び予算  

 

2023年度理事会（6月10日）にて承認されましたので、次のとおりご報告いたします。 

 なお、会員特別措置として、2023年度の年会費及び、賛助会員の学術事業参加費を免除します。 

 

A．2023年度 事業計画スケジュール（各種会議含む） 

 

   ・講習会    ；7月9日 （日） 

   ・撮影及び読影部門資格検定試験 ；9月3日 （日） 

   ・学術集会    ；10月14日（日） 
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B．2023年度予算 
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3．議  事 

 

第１号議案 定款変更について 

 

「当法人を存続するか解散するか」に係る会議 議事録集で報告しましたとおり、2022年度第2回

臨時理事会(11月25日・オンライン)にて、当法人の存続・解散の審議を行い、「当法人は2023年

度末に解散する」が表決者30名のうち25名の賛成で承認されました。その後、正会員に対する意

思確認(電子フォームによる)により、「当法人は2023年度末に解散する」ことに149名中129名が

賛成されました。 

 

 かかる決議に基づき解散手続及び清算手続を実行していくことになりますが、法令上、将来の

日付を解散日とする解散手続及び清算手続の実行のためには、解散時期を存続期間の終期として

定款上定める必要があります。そこで、解散手続きをNPO法に則ってより円滑にすすめるために、

当法人の定款を次のとおり変更することを提案いたしますので、ご審議いただきますようお願い

申し上げます。 

 

新旧対照表 

新 旧 備考 

(解散) 

第50条 この法人は、次に掲げる事由に

より解散する。 

  (1)総会の決議 

  (2)目的とする特定非営利活動に係る    

事業の成功の不能 

  (3)正会員の欠乏 

  (4)合併 

  (5)破産手続開始の決定 

  (6)所轄庁による設立の認証の取消し 

 

２ 前項第1号の事由によりこの法人が解

散するときは、正会員総数の4分の3以上

の承諾を得なければならない。 

 

３ 第1項第2号の事由により解散すると

きは、所轄庁の認定を得なければならな

い。 

 

（存続期間） 

第50条の２ この法人の存属期間は2024

年3月31日までとし、その日の満了をもっ

て解散する。 

(解散) 

第50条 この法人は、次に掲げる事由に

より解散する。 

  (1)総会の決議 

  (2)目的とする特定非営利活動に係る    

事業の成功の不能 

  (3)正会員の欠乏 

  (4)合併 

  (5)破産手続開始の決定 

  (6)所轄庁による設立の認証の取消し 

 

２ 前項第1号の事由によりこの法人が解

散するときは、正会員総数の4分の3以上

の承諾を得なければならない。 

 

３ 第1項第2号の事由により解散すると

きは、所轄庁の認定を得なければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追加 
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第２号議案 残余財産の帰属先について 

 

 ＮＰＯ法人の清算手続完了時の残余財産について、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七

号）（以下、NPO法という）では、残余財産の帰属先を次のとおり定めています。 

 

（定款） 

第十一条 特定非営利活動法人の定款には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

  一 目的 

  二 名称 

  三 その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

  四 主たる事務所及びその他の事務所の所在地 

  五 社員の資格の解く得喪に関する事項 

  六 役員に関する事項 

  七 会議に関する事項 

  八 資産に関する事項 

  九 会計に関する事項 

  十 事業年度 

  十一 その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事柄 

  十二 解散に関する事項 

  十三 定款の変更に関する事柄 

  十四 公告の方法 

２ 設立当初の役員は、定款に定めなければならない。 

３ 第一項第十二号に掲げる事項中に残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける場合に

は、その者は、特定非営利活動法人その他次に掲げる者のうちから選定されるようにしなけ

ればならない。 

  一 国又は地方公共団体 

  二 公益社団法人又は公益財団法人 

  三 私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条に規定する学校法人 

  四 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第二十二条に規定する社会福祉法人 

  五 更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）第二条第六項に規定する更生保護法人 

 

 これを受け、当法人の定款は、残余財産の帰属については以下の定めを置いています。 

 

（総会の権能） 

第22条 総会は、以下の事項について議決する。 

 ＜中略＞ 

(5)解散における残余財産の帰属 

 

（残余財産の帰属） 

第51条 本会が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。）したときは残存する財

産は、法第11条第3項に掲げる法人のうち、総会において議決された者に譲渡するものとする。 
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残余財産帰属先の具体的な選択にあたって、当法人の理念や対象、事業内容等の類似性を重視

した場合、それらの類似性が多いほど会員相互の利害関係（利益相反）リスクが懸念されます。

一方、類似性が少ないほどその懸念がありません。 

 

 そこで、会員相互の利害関係（利益相反）リスクがほとんどないこと、及び法人種別がNPO法に

準拠していることから、公益財団法人の日本ユニセフ協会（東京都港区高輪4丁目6番12号）に、

当法人の残余財産を帰属することを提案いたしますので、ご審議いただきますようお願い申し上

げます。 
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4．その他 

 

（１） 解散後の検定資格等管理体制について（報告） 

 

当法人は2023年度末をもって解散を予定していることから、解散後の検定資格などへの問合せ

対応について検討しました。 

 

 具体的には、当法人の会員有志が法人格のない新・組織体を設置し、解散後の検定資格などへ

の問合せ対応を行うことを想定していましたが、これらの対応を適切に行うには、これまでの受

検者に係る氏名、住所、生年月日、受検日、資格の有効期間といった個人情報が含まれる個人デ

ータを、新・組織体に引き継ぐ必要があります。しかし、当法人は、これまで利用目的の特定

（個人情報保護法第17条第1項）や個人データの第三者提供に関する定め（個人情報保護法第27条

2項）を制定していなかったため、解散・清算手続に係る法的助言を受けているDT弁護士法人から、

①個人情報保護法第27条第5項が定める例外の要件を満たさないと考えられること、②そのため、

個人データを新・組織体に引き継ぐには、原則どおり、個人情報を提供した「本人」の同意を得

る必要があること、という指摘を受けました。また、解散後は、清算人が当法人の清算事務を行

いますが、DT弁護士法人からは③解散後の検定資格などへの問合せ対応は清算人の職務の1つであ

る「現務の結了」に含まれると考え得ること、④解散の前後で法人格は同一なので、個人データ

の第三者提供の問題は生じないこと、といった説明がありました。 

 

かかる指摘を踏まえ、善後策を再度検討しましたが、受検者数が膨大であることに加え、現在

有効な連絡先を把握していない受検者が相当数存在すると思われることから、個人情報を提供し

た「本人」の同意を得ることは、現実的な対応として難しいという結論に至りました。 

 

 以上の検討を踏まえて、2023年度理事会（6月10日）にて、解散後であっても個人情報の取り扱

いが可能な清算期間中のみ清算人が対応することを基本的な対応方針とし、具体的な管理体制の

整備を理事会より事業推進会議へ一任することになりましたので、ご報告いたします。 

 


